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研究要旨 

研究 1．Ｂ町在住高齢者におけるフレイルの該当割合を明らかにするために、基本チェックリ

ストを含む自作の健康・生活実態調査票を用い、郵送自記式調査を実施し、未回収者に対して

は訪問聞き取り調査を行った。全体の回収者は 5,094 名(応諾率 94.3％)であった。二次予防事

業対象者の総数は、調査対象者に占める割合 46.4％、高齢者人口に占める割合 37.5％であり、

全国平均に比べて非常に高値であった。次に、日常生活の実態に焦点を当てて、フレイルの影

響要因について検討した。基本チェックリスト 25 点中 7 点以上を包括的なフレイルの判定基

準として用い、多変量ロジステック回帰分析を行った結果、睡眠については約 4～5 倍、奥歯

で噛む力、地域活動、円背、内服薬 5 種類以上、重症疾患を有する、調査記載者が本人以外

の場合のいずれの要因についても約 2～3 倍フレイルになる割合が増えた。また、運動器機能、

口腔機能、閉じこもり、認知機能、うつの各項目の基準を満たす場合を従属変数とした分析結

果も、ほぼ同様の傾向を示した。さらに健康診査および基本チェックリスト把握状況が要介護

認定および医療費に及ぼす影響を検討した。健康診査および基本チェックリスト把握状況は、

受診・回収群、受診・未回収群、未受診・回収群、未受診・未回収群の 4 群に分類し、ベー

スライン 1 年後の新規要介護認定者の発生割合および 1 年間の推定医療費の関連を検討した。

分析の結果、未受診・未回収群は、健康診査かつ基本チェックリストのいずれのスクリーニン

グ機会にも未把握となり、全体の約 2 割を占め、そのうちの 1 割は二次予防事業対象該当者

であった。特に後期高齢者においては、未受診・回収群および未受診・未回収群は受診・回収

群に比べて 1 年後新規要介護認定者になる割合が 2～4 倍高く、医療費においても高額医療と

なる傾向を認めた。また、ペット飼育と身体的・精神的・社会的健康との関連を横断的に検討

したところ、ペット飼育による各応答変数の該当頻度は、運動機能低下者は本人飼育群で 0.70

倍、良好な主観的健康感である者は本人飼育群で 1.43 倍、家族飼育群で 0.72 倍、活発な社会

活動である者が本人飼育群で 1.33 倍であった。ペットの世話を自ら行っている者は運動機

能・主観的健康感・社会活動･交流が良好に維持されている可能性が高く、地域在住高齢者の

身体的・精神的・社会的健康を包括的に維持するために「ペット飼育」が効果的な役割を果た

す可能性が示唆された。 

研究 2.運動器機能向上サービスを実施しているデイサービスとそうでないデイサービスに通

所する要支援・介護認定者の 1 年間の介護度の変化を比較することで、その運動器機能向上

サービスの効果を検証した。その結果、6 ヶ月間では運動器機能向上サービス実施の有無は有

意な差を認めなかったが、12 ヶ月間では有意な差を認め運動器機能向上サービスを実施して

いる施設で介護度を抑制していた。すなわち、運動器機能向上サービスを実施しているデイサ



ービスを利用することで、利用開始より 12 ヶ月間の介護度悪化は有意な抑制効果を認めた。

また、介護予防（健康増進）に関するチラシを配布することによる効果及びその短期効果の一

つとして身体活動量に対する効果を検証した。3 つの市町に対して、介護予防に関するチラシ

を①ポスティング、②広報誌への折込み、③新聞折込みの 3 つの方法によって月に 1 回の頻

度で配布した。ポスティング配布を行った A 市で本介護予防に関するチラシを見ていた高齢

者は 44.8%、広報誌への折り込みを行った B 市では 93.7%、広報誌への折り込みを行った C

市では 31.7%であった。なお、どのような形であってもチラシを見ていれば、約 50%の高齢

者の意識が変容し、約 35%には行動も変容していた。また、ポスティング配布を行った介入

地区ではコントロール地区と比べて有意に運動時間が約 60 分増加していた。 

研究 3.血清マーカーと要介護認定との関連性を検証した。65 歳以上の地域在住高齢者 8114

名を対象に、血清分析およびその後 2 年間の要介護認定発生を調査した。アルブミン、ヘモ

グロビン、中性脂肪、LDL コレステロール、血糖値、クレアチニンを分析した。2 年間で 565

名（7.0%）が要介護認定を受け、要介護認定を受けた 565 名と非認定者であった 7579 名の

ベースライン時のパラメーターを比較したところ、年齢、基本チェックリスト、BMI、アル

ブミン、ヘモグロビン、LDL コレステロール、血糖値、クレアチニン、eGFR において有意

な差を認めた。前期および後期高齢者で層化して同様の分析を行ったところ、前期高齢者にお

いて有意差を認めたのは基本チェックリストおよび血糖値であり、後期高齢者においては年

齢、基本チェックリスト、BMI、アルブミン、ヘモグロビン、クレアチニン、eGFR で有意差

を認めた。 

研究 4.運動による介護予防事業の効果検証を行うとともに、介護予防に最適な運動教室の事

業内容を検証した。2010 年度における介護予防事業への参加者と propensity score によって

マッチングしたコントロール群における、2011 年度末までの新規要介護認定発生を比較した。

2010 年度に介護予防事業に参加した 942 名（78.0±6.7 歳、女性率 77.1%）を分析対象とし、

どのような事業が最も介護予防に効果的であるのかを検証した。参加群で要介護認定を受けた

者は 80 名（8.5%）、マッチングしたコントロール群で要介護認定を受けた者は 207 名（22.0%）

であった。ロジスティック回帰分析による多変量解析の結果、事業内容としては開催回数が

12 回以上であることのみ有意な関連要因として抽出された。介護予防事業に参加することに

よって要介護リスクを 1/3 程度に抑制することが示唆された。 
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Ａ．研究目的  

研究 1：地域在住高齢者におけるフレイ

ルの該当割合を明らかにし、特に日常生  

 

活の実態に焦点を当てて、フレイルの影

響要因を同定するとともに、各要因を保

有する頻度を明らかにし、各要因がフレ



イルに与える影響の大きさを検討した。

また、健康診査および基本チェックリス

ト把握状況がその後の医療・介護に及ぼ

す影響を検討した。さらに、ペット飼育

と運動機能、認知機能・うつ傾向・主観

的健康感との関連、閉じこもり傾向・社

会活動との関連を検討した。  

研究 2：運動器機能向上サービスを実施

しているデイサービスとそうでないデイ

サービスに通所する要支援・介護認定者

の 6 ヶ月間および 12 ヶ月間の介護度の変

化を比較することで、運動器機能向上サ

ービスの効果を検証した。また、介護予

防に関するチラシを配布することによる

介護予防への有用性を検証するとともに

配布方法の違いによる意識・行動変容、

身体活動量に対する効果を検討した。  

研究 3：血清マーカーと要介護認定との

関連性を検証する。  

研究 4：運動による介護予防事業の効果

検証を行い、介護予防に最も適切な運動

教室の事業内容を検証する。  

 

Ｂ．研究方法  

研究 1：Ｂ町在住高齢者におけるフレイ

ルに関連する生活実態からみた要因  

 調査対象は、介護保険認定者、入院・

施設入所を除く、Ｂ町在住高齢者 5,401

名とした。基本チェックリストを含む自

作の健康・生活実態調査票を用い、郵送

自記式調査を実施し、Ｂ町担当部署宛て

に返送を求めた。その後、郵送調査の未

回収者に対しては、調査員が個別に訪問

し、聞き取り調査を行った。基本チェッ

クリスト 25 点中 7 点以上を包括的なフレ

イルの判定基準として用いた。また、厚

生労働省が示した二次予防事業該当者の

判定を用い、運動器機能フレイル (5 項目

中 3 項目以上該当 )、口腔機能フレイル (3

項目中 2 項目以上該当 )、閉じこもりフレ

イル (1 項目中 1 項目以上該当 )、認知機能

フレイル (3 項目中 1 項目以上該当 )、うつ

フレイル (5 項目中 2 項目以上該当 )とした。

睡眠については、「よく眠れたと思う日が

多いか」「朝起きた時の目覚めはよいか」

という 2 つの質問に対して、[どちらもよ

い ]、[片方よくない ]、[どちらもよくない ]

の 3 区分に分類して検討した。奥歯で噛

む力については、「自分の歯または入れ歯

で左右の奥歯をしっかりとかみしめるこ

とができるか [両方できる /片方だけでき

る /両方できない ]」「入れ歯を使用してい

るか」「歯磨きを毎日しているか」の問い

について検討した。社会参加については、

「ボランティア活動をしているか」「地域

活動 (自治会や町内行事、老人クラブ、祭

りなど )をしているか」について検討した。 

体型・体格については「背中が丸くなっ

てきたか (円背 )」について検討した。治療

状況については「内服薬の数 [5 種類未満 /

以上 ]」「重症な既往疾患の有無 [①運動を

含む日常生活の制限、②6 ヵ月以内の心

臓発作・脳血管疾患、③重症高血圧、④

糖尿病腎疾患、⑤1 年以内の心電図異常、

⑥散歩時のひどい息切れ、⑦3 ヵ月以内

の 1 週間以上の入院の 7 項目のうちいず

れも該当しない /1 項目以上該当する ]」に

ついて検討した。調査記載者については、

本調査の記載について、[調査対象者本人

/家族あるいは調査員による代筆など本

人以外 ]について検討した。分析方法は、

まず、上述ⓐについて記述統計を行い、

フレイルの該当割合を算出し、性別、年

齢区分別に比率の検定を行った。次にⓑ

～ⓖについて各要因の保有割合について

記述統計を行った。その後、ⓐを従属変

数とし、ⓑ～ⓖそれぞれを独立変数とし

たロジステック回帰分析を行い、フレイ



ルの影響要因を同定する検討を行った。

最後に、包括的なフレイルを従属変数と

し、同定された要因を独立変数とした多

変量ロジステック回帰分析を行い、各要

因がフレイルに与える影響の大きさを検

討した。  

 また、B 町高齢者コホート研究のベー

スラインデータのうち、基本属性・基本

チェックリスト 25 項目・健康診査データ

を用いた。さらに、ベースライン調査後

～2014 年 3 月までの 1 年間の新規介護認

定状況および医療費データを収集し、ベ

ースラインデータに突合した。健康診査

は受診と未受診に区分し、基本チェック

リスト把握状況については郵送法で返却

のあったものを回収、訪問聞き取り調査

を行ったものを未回収と定義した。そし

て、それらを掛け合わせて「受診・回収

群」「受診・未回収群」「未受診・回収群」

「未受診・未回収群」の 4 群に分類した。  

 ペット飼育に関しては、運動機能、認

知機能、うつ傾向、主観的健康感、閉じ

こもり、社会活動・交流それぞれの評価

項目の該当割合について全体及びペット

飼育者別に記述し、ペット飼育者間の相

違をχ 2 検定で検定した。さらに「運動機

能低下あり」、「認知機能低下あり」、「う

つ傾向あり」、「主観的健康感良好」、「閉

じこもり傾向あり」、「活発な社会活動・

交流」の該当の有無を応答変数とし、ペ

ット飼育者（飼育していない [参照水準 ]・

家族飼育・本人飼育）を説明変数とし、

性・年齢・調査方法（郵送調査 , 訪問調

査）・慢性疾患の有無・運動制限の有無を

調整した多変量ロジスティック回帰分析

を行った。  

倫理的配慮  

 本研究調査は、京都大学医学研究科・

医学部の医の倫理委員会に申請し、承認

された上で実施した (第 E1457 号 )。また、

Ｂ町とは共同研究として契約を交わした。

特に、本研究においては、調査員が対象

者宅に訪問し、聞き取り調査を行うため、

研究参加者のプライバシー、人権を侵害

することのないように努めて行うことが

大切となる。そのため、事前に十分な打

ち合わせを行った後、聞き取り調査を行

った。調査結果は、性別・年齢等の個人

が特定出来る最小限の情報のみが付加さ

れた状態で、データ分析担当者に搬送す

るとともに、暗号化したデータ保管を行

い、研究過程において個人情報が漏洩す

ることはないように努めた。  

研究 2：デイサービスに通う要支援 1,2

および要介護 1,2 の 65 歳以上の高齢者を

対象とした。6 デイサービス 152 名（81.1

±4.8 歳、女性率 53.5%）が運動器機能向

上サービスを実施しているデイサービス、

4 デイサービス 370 名（83.8±5.3 歳、女

性率 75.2%）が非運動器機能向上サービ

スであった。運動器機能向上サービスの

内容は、ウォーキング、ストレッチ、上

肢・下肢・体幹のレジスタンストレーニ

ング（ウェイト、ゴムバンドなどを利用）、

踏み台昇降運動、それにバランストレー

ニング等である。アウトカムは介護度の

変化であり、デイサービス利用開始から

6 ヶ月後、および 12 ヶ月後の介護度 2 以

上の悪化（例、要支援 2 から要介護 2）

とした。  

研究 3：3 つの市町に対して、介護予防に

関するチラシを①ポスティング、②広報

誌への折込み、③新聞折込みの 3 つの方

法によって月に 1 回の頻度で配布した。

チラシは A4 片面カラーとして、毎月一つ

の特集（サルコペニア、認知症、転倒予

防など介護予防関連）と当該月に開催し

ている市主催の健康イベントの告知（健



康教室、講演会、検診など）、それに健康

に関する記事を掲載した。12 ヶ月間（12

回）の配布修了後に、郵送によるアンケ

ートを実施して、（1）本介護予防に関す

るチラシを見ていたか？（2）見ていた方

のみに、介護予防のチラシを見て介護予

防に対する意識が変わりましたか？（3）

見ていた方のみに、介護予防のチラシを

見て生活習慣が変わりましたか？という

項目について調査した。  

 また、クラスターRCT も実施した。研

究対象となった市には 18 個の小学校区

が存在し、無作為に 9 小学校区を介入エ

リア、別の 9 区をコントロールエリアと

して介入を実施した。介入は 2012 年 9

月から 2013 年 8 月までの 1 年間とし、

月に 1 度介護予防に関するチラシをポス

ティング配布した。介入期間の前後に郵

送式のアンケート調査によって生活状況

や身体活動等を調査した。追跡可能であ

った 5,795 名（介入地区 2,989 名 74.4±

5.9 歳、コントロール地区 2,806 名 74.7

±6.2 歳）を分析した。  

研究 4：65 歳以上の地域在住高齢者 8114

名を対象に血清分析およびその後 2 年間

の要介護認定発生を調査した。血清マー

カーとしては、アルブミン、ヘモグロビ

ン、中性脂肪、LDL コレステロール、血

糖値、クレアチニンを分析し、血清クレ

アチニンからは eGFR を求めた。  

研究 5：対象者は 2010 年度に要介護状態

にない 65 歳以上高齢者 53,417 名（75.2

±6.7 歳）であった。2010 年度における

介護予防事業への参加有無を従属変数に、

2010 年度における基本チェックリスト、

年齢、性別、BMI 等の情報を独立変数に

投入したロジスティック回帰分析によっ

て propensity score を算出した。その後、

propensity score によってマッチングし

たコントロール群と参加者群における、

2011 年度末までの新規要介護認定発生

を比較した。  

 また、2010 年度に要介護状態にない 65

歳以上高齢者 53,417 名（75.2±6.7 歳）

のうち 2010 年度に介護予防事業に参加

した 942 名（78.0±6.7 歳、女性率 77.1%）

を分析対象とした。J-MACC study には

計 16 種類の介護予防事業内容が含まれ

ており、それぞれ開催回数（12 回以上、

12 回未満）、開催頻度（週 1 回以上、週 1

回未満）、指導者がセラピストかどうか、

教室の参加者定員（20 名未満、20 名以上）

の組み合わせが異なる。そのため、各内

容をダミー変数化したものを説明変数に、

年齢、性別、基本チェックリストの該当

数を調整変数に、そして 2011 年度末まで

の新規要介護認定の有無を従属変数に投

入したロジスティック回帰分析を行った。 

 

Ｃ．研究結果  

研究 1：Ｂ町在住高齢者におけるフレイ

ルに関連する生活実態からみた要因  

1）回収データ  

 郵 送 回 収 者 数 は 3,952 名 ( 回 収 率

73.2％ )であった。郵送調査の未回収者

1,449 名を訪問調査の対象者とした聞き

取り調査を行った結果、訪問調査協力者

は 1,142 名 (回収率 78.8％ )、3 回以上訪問

したが不在であった者は 77 名 (5.3％ )、調

査拒否者は 228 名 (15.7％ )であった。郵

送回収と訪問協力を合わせた全体の回収

者は 5,094 名 (回収率 94.3％ )であった。

本分析に用いた質問項目にすべて回答し

た 2,699 名 (有効回答率 53.6％ )を有効回

答とした。  

2) 基本属性  

 男性 1,171 名 (43.4％ )、女性 1,528 名

(56.6％ )であった。年齢区分は、65-69 歳



559 名 (20.7％ )、70-74 歳 678 名 (25.1％ )、

75-79 歳 661 名 (24.5％ )、80-84 歳 497 名

(18.4％ )、85-89 歳 240 名 (8.9％ )、90 歳

以上 64 名 (2.4％ )であった。  

3）フレイルの該当割合  

 包括的なフレイル (基本チェックリス

ト 25 点中 7 点以上該当 )に該当した者の

割合は、1,020 名 (37.8％ )であった。発生

数 (発生割合=case/n×100)は、男性 424

名 (36.2％ )、女性 596 名 (39.0％ )であり、

有意差は認められなかった。また、年齢

区分別にみると、65-69 歳 121 名 (17.8％ )、

70-74 歳 184 名 (27.1％ )、75-79 歳 250 名

(37.8％ )、80-84 歳 264 名 (53.1％ )、85-89

歳 153 名 (63.8％ )、 90 歳 以 上 48 名

(75.0％ )であった (p<0.001)。  

 各領域のフレイルに該当した者の割合

は、運動器機能フレイル 954 名 (35.3％ )、

口腔機能フレイル 539 名 (20.0％ )、閉じ

こもりフレイル 330 名 (12.2％ )、認知機

能フレイル 895 名 (33.2％ )、うつフレイ

ル 668 名 (24.7％ )であった。性差につい

ては、運動器機能フレイル (男性 27.1％、

女性 41.7％、p<0.001)、口腔機能フレイ

ル (男性 22.0％、女性 18.4％、p=0.02)、

閉じこもりフレイル (男性 9.1％、女性

14.6％、p<0.001)、認知機能フレイル (男

性 37.8％、女性 29.6％、p<0.001)、うつ

フレイル (男性 25.9％、女性 23.9％、

p=0.242)であった。一方、いずれの領域

のフレイルについても、年齢区分が上が

るにつれて該当割合が増えた。  

 睡眠については、［どちらもよい］1,739

名 (64.4 ％ ) 、 [ 片 方 よ く な い ]534 名

(19.8 ％ ) 、 [ ど ち ら も よ く な い ]426 名

(15.8％ )であり、性差および年齢分による

差異は認められなかった。奥歯で噛む力

に つ い て は 、 [ 両 方 で き る ]2,184 名

(80.9 ％ ) 、 [ 片 方 だ け で き る ]351 名

(13.0％ )、[両方できない ]164 名 (6.1％ )で

あり、性差は認められなかったが、65-69

歳を除き、70 歳以降は年齢が上がるにつ

れて、 [両方できる ]割合は減少し、 [両方

できない ]割合は増加した。入れ歯の使用

ありは、1,999 名 (74.1％ )で、性差は認め

られなかったが、年齢が上がるにつれて

使用割合は増加した。毎日の歯磨き実施

ありは、2,485 名 (92.1％ )で、男性の方が

実 施 割 合 は 低 く ( 男 性 87.4 ％ 、 女 性

95.7％ )、年齢が上がるにつれて実施割合

は減少した。円背については、[あり ]1036

名 (38.4％ )で、女性の方が割合は高く、(男

性 30.1％、女性 44.7％ )で、年齢が上が

るにつれて増加した。社会的活動につい

ては、ボランティア活動 [なし ]は 2,146

名 (79.5 ％ ) で 、 女 性 の 方 が 高 く ( 男 性

76.3％、女性 82.0％ )、年齢が上がるにつ

れて増加した。一方、地域活動 [なし ]は

899 名 (33.3％ )で、性差はなかったが、年

齢が上がるにつれて増加した。いずれか

1 つでも活動しているかどうかを社会的

活動として区分したところ、 [なし ]は

1,623 名 (32.9％ )で、性差はなかったが、

年齢が上がるにつれて増加する傾向が見

られたが 75-79 歳の区分は活動ありの割

合が前後の区分に比べて多かった。内服

薬 [5 種類以上 ]601 名 (22.3％ )で、男性の

方が多く (男性 26.7％、女性 18.8％ )、年

齢が上がるにつれて増加した。  

 重症な既往疾患 [7 項目のうち 1 項目以

上該当あり ]の割合は、715 名 (26.5％ )で、

男 性 の 方 が 多 く ( 男 性 32.6 ％ 、 女 性

21.8％ )、年齢が上がるにつれて増加した。

本調査の記載について、[本人以外が記載 ]

した割合は、184 名 (6.8％ )で、性差は認

められなかったが、年齢が上がるにつれ

て増加した。  

5）フレイルに関連する要因およびその影



響の大きさ  

 包括的フレイルを従属変数とする多変

量ロジステック回帰分析の結果、睡眠に

ついて、特に熟睡感も目覚めも [どちらも

よくない ]と回答した者は約 4 倍フレイル

になる割合が増え、男性については 5 倍

とさらに著しい結果であった。奥歯で噛

む力については、[両方できる ]を参照値に

したところ、[片方だけできる ]で約 2 倍、

[両方できない ]になると約 3 倍フレイル

に関連する要因として同定された。円背

については、約 2 倍、特に男性について

は約 3 倍フレイルの割合が増した。ボラ

ンティア活動は約 1.5 倍、地域活動は約 2

倍フレイルの割合が増した。内服薬 5 種

類以上、重症疾患 7 項目中 1 つ以上該当

している者はいずれも約 2 倍、調査記載

者が本人以外の場合は約 3 倍フレイルの

割合が増した。運動器機能フレイル、口

腔機能フレイル、閉じこもりフレイル、

認知機能フレイル、うつフレイルの各フ

レイルを従属変数とした分析結果も、ほ

ぼ同様の傾向を示した。  

 ベースライン調査対象者 5094 名のう

ち、健康診査および基本チェックリスト

把握状況別保有割合は、受診・回収群

1384 名（27.2%）、受診・未回収群 259

名 （ 5.1%）、 未 受 診 ・ 回 収 群 2568 名

（ 50.4%）、 未 受 診 ・ 未 回 収 群 883 名

（ 17.3%）であった。年齢階級別では受

診・未回収群で 65-74 歳の者が占める割

合が高く、未受診・回収群および未受診・

未回収群で 75 歳以上の占める割合が高

かった。調査回答者が本人である割合は

受診・回収群で 92.3%と最も高く、受診・

未回収群、未受診・未回収群、未受診・

未回収群の順に減少した。独居者の割合

は、未受診・回収群で 13.2%と最も高く、

未受診・未回収群、受診・回収群、受診・

未回収群の順に続いた。さらに、現在治

療中の病気がある者は未受診・未回収群

で 76.8%と最も高く、未受診・回収群で

51.8%と最も低かった。二次予防事業対象

者は未受診・未回収群で 11.3%、未受診・

回収群で 10.8%を占め、一方、受診群で

の二次予防事業対象者の割合は未受診群

の 1/5 程度であった。  

 1 年後の新規要介護認定者は 138 名

（2.7%）で、その内訳は要支援 1、52 名

（1.0%）、要支援 2、15 名（0.3%）、要介

護 1、31 名（0.6%）、要介護 2、17 名（0.4%）、

要介護 3、12 名（0.2%）、要介護 4、7 名

（0.1%）、要介護 5、4 名（0.1%）であっ

た。年齢階級別では、65-74 歳で 15 名

（0.7%）、75-84 歳で 63 名（2.9%）、85

歳以上で 60 名（10.9%）を占め、年齢階

級が上がるごとに増加した。  

 前期高齢者においては、新規要介護認

定者の発生割合が 4 群ともに低く、4 群

間に有意差を認めなかった。一方、後期

高齢者では、受診・回収群で低く、受診・

未回収群、未受診・回収群、未受診・未

回収群の順で発生割合が高かった。そし

て、健康診査および基本チェックリスト

把握状況 4 群が 1 年後の新規介護認定者

に及ぼす影響を検討した。後期高齢者で、

受診・回収群を参照水準とした新規要介

護認定者のオッズ比は未受診・回収群 2.3、

未受診・未回収群 4.0 であった。  

 後期高齢者における 1 年間の推定医療

費の中央値は 32,484 円で、1 年間に 1 円

も使用しなかったものは 93 名（3.3%）

であった。把握状況別では、4 群間で推

定医療費に有意差を認め、受診・回収群

に比べて未受診・回収群および未受診・

未回収群は有意に推定医療費が高かった。

また、その関連は、現在治療中の病気の

有無を調整しても同様の傾向を示した。  



 また、ペット飼育に関しては、ペット

を飼育している者は 638 名（19.0%）で

あった。ペット飼育者のうち家族飼育者

は 218 名（34.2%）、本人飼育者は 420 名

（65.8%）と家族飼育よりも本人飼育の方

が割合は大きかった。性別・調査方法・

慢性疾患の有無・運動制限の有無・居住

環境・経済的暮らしぶりの受け止め方に

ついてはペット飼育者間で有意な差を認

めなかった。しかし年齢・趣味や習い事

の有無に関しては群間での有意差が認め

られた。本人飼育群の平均年齢は非飼育

群及び家族飼育群いずれよりも有意に低

かった。  

 運動機能低下ありの該当割合と運動機

能関連項目それぞれの該当割合を全体及

びペット飼育者別に分析すると、全体で

は運動機能低下ありの該当割合は 30.2%

であり、ペット飼育者別の群間で有意差

が認められた。またいずれの運動機能関

連項目も本人飼育群での該当割合は小さ

く、群間で有意差が認められた。  

 次に、非飼育群を参照水準とした家族

飼育群と本人飼育群の「運動機能低下あ

り」の調整オッズ比はそれぞれ 1.23、0.70）

であり、本人飼育群において運動機能低

下ありの頻度が低いことが示された。  

 認知機能低下ありの該当割合は対象者

全体で約 3 割であり、ペット飼育者の群

間で有意差は認めなかった。うつ傾向あ

りの該当割合は全体で約 2 割であり、ペ

ット飼育者間で有意差は認めなかった。

良好な主観的健康観の該当割合は全体で

77.9%であった。ペット飼育者別で群間で

の有意差が認められ、本人飼育群におい

て主観的健康感を良好に保っている者の

割合が大きかった。  

 次に非飼育群を参照水準とした家族飼

育群と本人飼育群の「認知機能低下あり」

「うつ傾向あり」「良好な主観的健康観」

の調整オッズ比は「認知機能低下あり」

で 1.23、1.17、「うつ傾向あり」で 1.23、

1.00、「良好な主観的健康観」で 0.72、1.43

であった。家族飼育群において良好な主

観的健康観の頻度は低く、本人飼育群に

おいて良好な主観的健康観の頻度が高い

ことが示された。  

 閉じこもり傾向ありの該当割合は全体

で 17.7%であり、ペット飼育者別で群間

での有意差が認められた。また活発な社

会活動の該当割合は全体で 50.2%であっ

た。ペット飼育者別で群間での有意差が

認められ、社会活動関連項目いずれの項

目も本人飼育群での該当割合が大きかっ

た。  

 非飼育群を参照水準とした家族飼育群

と本人飼育群の「閉じこもり傾向あり」

「活発な社会活動・交流」の調整オッズ

比は「閉じこもり傾向あり」で 1.15、0.86、

「活発な社会活動」で 1.22、1.33 であっ

た。本人飼育群でのみ活発な社会活動の

頻度が高いことが示された。  

研究 2：介護度悪化予防にむけた通所介

護施設における運動の効果  

 デイサービス利用開始より 6 ヶ月間で

17 名（3.3%）、12 ヶ月間では 28 名（5.4%）

で介護度が悪化した。6 ヶ月間で介護度

が悪化したのは、運動器機能向上サービ

スを実施している施設で 11 名（3.0%）、

非実施施設では 6 名（3.9%）であり、利

用開始より 6 ヶ月間の介護度の悪化に有

意な差は認めなかった。利用開始より 12

ヶ月間で介護度が悪化したのは、運動器

機能向上サービスを実施している施設で

16 名（4.3%）、非実施施設では 12 名（7.8%）

であり、12 ヶ月間の検討では運動器機能

向上サービスを実施している施設では抑

制傾向にあった。その他、6 ヶ月間およ



び 12 ヶ月間ともに、後期高齢者であるか

どうか、女性であるかどうか、開始時に

要介護 1 および 2 であるかどうかという

ことに関しては全て有意な差は認めなか

った。  

 ロジスティック回帰分析により、年齢、

性別、介護度で調整した結果、6 ヶ月間

では運動器機能向上サービスの有無は有

意な差を認めなかったが、12 ヶ月間では

有意な差を認め運動器機能向上サービス

を実施している施設で有意に介護度を抑

制 し て い た （ OR=0.380 、 95%CI: 

0.165-0.873）。  

研究 3：チラシ配布による介護予防のた

めのポピュレーションアプローチ  

 ポスティングによる配布を行った A 市

の分析対象者は 4,819 名（75.8±7.4 歳）、

広報誌への折り込みを実施した B 市は

6,664 名（74.8±6.8 歳）、新聞折り込み

を実施した C 町は 2,088 名（77.5±7.9

歳）であった。 ポスティング配布を行

った A 市で本介護予防に関するチラシを

見ていた高齢者は 44.8%であった。その

中で、介護予防のチラシを見て介護予防

に対する意識が変わった方は 58.5%、さ

らに介護予防のチラシを見て生活習慣が

変わった方は 38.6%となった。広報誌へ

の折り込みを行った B 市で本介護予防に

関するチラシを見ていた高齢者は 93.7%

であった。その中で、介護予防のチラシ

を見て介護予防に対する意識が変わった

方は 51.8%、さらに介護予防のチラシを

見て生活習慣が変わった方は 39.9%とな

った。  

広報誌への折り込みを行った C 市で本介

護予防に関するチラシを見ていた高齢者

は 31.7%であった。その中で、介護予防

のチラシを見て介護予防に対する意識が

変わった方は 45.6%、さらに介護予防の

チラシを見て生活習慣が変わった方は

32.6%となった。  

 介入研究に関してであるが、介入地区

ではコントロール地区と比べて有意に運

動時間が増加していた（介入地区：263.1

±457.7 分→325.6±538.7 分、コントロ

ー ル 地 区 ： 283.0 ± 499.1 分 → 300.1 ±

456.3 分）。なお、介入地区でチラシを見

なお、介入地区でチラシを見ていたのは

1,282 名（42.9%）、意識が変化したのは

741 名（24.8%）、習慣が変化したのは 490

名（16.4%）、そして新たに運動習慣を獲

得したのは 409 名（13.7%）であった。  

研究 4：血清マーカーと要介護認定との

関連  

 2 年間で 565 名（7.0%）が要介護認定

を受けた。要介護認定を受けた 565 名と

非認定者であった 7579 名のベースライ

ン時の各種パラメーターを比較したとこ

ろ、年齢、基本チェックリスト、BMI、

アルブミン、ヘモグロビン、LDL コレス

テロール、血糖値、クレアチニン、それ

に eGFR において有意な差を認めた。  

 次に、前期および後期高齢者で層化し

て同様の分析を行った。前期高齢者にお

いて有意差を認めたのは基本チェックリ

ストおよび血糖値であった。一方後期高

齢者においては年齢、基本チェックリス

ト、BMI、アルブミン、ヘモグロビン、

クレアチニン、eGFR で有意差を認めた。  

研究 5：介護予防事業の効果検証  

 2010 年度における介護予事業への参

加者は 942 名（78.0±6.7 歳、女性率 77.0%）

であったため、propensity score でマッ

チ ン グ し た コ ン ト ロ ー ル 群 も 942 名

（78.5±7.2 歳、76％）とした。参加群で

要介護認定を受けた者は 80 名（8.5%）、

コントロール群で要介護認定を受けた者

は 207 名（22.0%）であった（Relative 



Risk=0.33、95%CI：0.25-0.43）。つまり、

介護予防事業に参加することによって要

介護リスクを大幅に軽減していた。  

 942 名の分析対象者の中で、2011 年度

末までに要介護認定を受けたのは 80 名

（8.5%）であった。各開催内容項目と新

規認定率の関連を検討した単変量解析で

は、指導者（セラピスト：2.6%、非セラ

ピスト 10.8%、P<0.001）で有意差を認め、

開催回数（12 回以上：8.0%（新規認定者

割合）、12 回未満：9.9%、P=0.213）、開

催頻度（週 1 回以上：7.1%、週 1 回未満：

8.6%、 P=0.415）、教室の参加定員（ 20

名未満：8.3%、20 名以上：8.6%、P=0.508）

では有意差は認められなかった。ロジス

ティック回帰分析による多変量解析の結

果、事業内容としては開催回数が 12 回以

上であることのみ有意な関連要因として

抽出された。  

 

Ｄ．考察  

研究 1：Ｂ町在住高齢者におけるフレイ

ルに関連する生活実態からみた要因  

1）フレイルの該当割合  

 平成 24 年度の介護予防事業に関する

全国調査によると、二次予防事業対象者

の総数 (高齢者人口に占める割合 )は、

9.6％ (前年度 9.4％ )であったが、Ｂ町で

は 37.5％とかなり高値を示した。この格

差の理由の 1 点目として、全国調査では

基本チェックリスト配布者がそもそも約

半数であり、回収率は高齢者人口の約 3

割にとどまっている点が挙げられる。つ

まり、未把握者に占める二次予防事業対

象者が相当数存在する可能性が考えられ

る。ただし、Ｂ町においても、非応諾者

と基本チェックリスト項目の漏れ・無記

入者を合わせると、約 2 割の実態につい

ては把握できていない。2 点目は、Ｂ町

の高齢化率が全国に比べて高値であり、

年齢が上がるにつれて二次予防事業対象

者が増すことを考慮して検討する必要性

がある。  

2）フレイルの関連要因①；睡眠  

 熟睡感と目覚めの 2 つの質問項目の組

み合わせによる分析によって、うつフレ

イルに関連していることは既知であるが、

他領域のフレイルにも非常に強く関連し

ていたことが明らかになった今回の結果

は、今後非常に簡便かつ非侵襲性のスク

リーニングとして活用できる可能性が高

い。ただし、今回の調査においては、眠

剤の使用の有無、実際の睡眠時間につい

て把握していないため、活動性の低下と

の検討はできていない。また、性差に関

しては、今後、詳細な実態把握が必要と

考える。  

3）フレイルの関連要因②；奥歯で噛む力  

 高齢者の噛む力は壮年期の 3 分の 1 か

ら 10 分の 1 に低下し、特に前歯のない

人は噛みきることができなくなり、奥歯

のない人は噛み砕けなくなる。健常者に

比べ、奥歯 1 本の減少で噛む力は約 65％

減少し、総入れ歯の場合は約 1～2 割に減

少すると言われている。また、咀嚼が十

分にできないため、次第にやわらかい料

理を好むようになり便秘、肥満などの誘

因となるだけでなく、低栄養によるフレ

イルの促進が危惧される。本分析の結果

をみると、7 割以上が入れ歯を使用して

いるが、入れ歯を使用していても、奥歯

で噛む力があればフレイルへの影響を抑

えることが出来得ることを高齢者に対す

る歯科保健活動に組み入れていく重要性

が示唆された。今後、噛む力だけでなく、

下述の円背から生ずる課題と合わせて低

栄養という視点から、嚥下機能評価、血

清アルブミンの測定などと合わせて検討



していく必要があると考える。  

4）フレイルの関連要因③；円背  

 円背の好発年齢は 65～75 歳であり、い

ったん骨粗鬆症における椎体骨折を生じ

ると、2～3 年の間に多発し脊柱が湾曲し

てくる可能性が高くなると言われている。

また、円背であることによって、歩行バ

ランスが悪くなること、消化器機能の低

下につながりやすいこと、体幹の筋肉量

が低下することなどフレイルの要因にな

り得るだけでなく、フレイルを促進する

要因である可能性が高い。また、高齢者

においては円背や四肢の屈曲拘縮のため

に身長を正確に計測できない事態が往々

にしてみられ、BMI の指標を活用しきれ

ない課題がある。そのため、健診時の簡

易に診断可能な wall-occiput distance の

導入、3 ㎝以上の身長低下の有無、血清

ビタミン D の測定、残歯数など客観的な

指標を測定し、主観的指標との整合性の

検討を行い、より地域で容易に用いるこ

とができるスクリーニング指標の検討が

必要と考える。  

5）フレイルの関連要因④；社会的活動  

 社会的活動は、うつや閉じこもり予防

への影響が大きいとされているが、それ

以外の領域のフレイルとの関連について

も認められた。しかしながら、特に運動

器機能や認知機能については因果逆転の

可能性も考えられ、追跡調査によって、

明らかにしていく必要がある。また、内

閣府「高齢者の経済生活に関する意識調

査 (平成 23 年 )」によれば、過去 1 年間に

何らかの活動に参加した人の割合は、65

～69 歳の高齢者では男性 54.1％、女性

54.8％、70 歳以上では男性 47.6％、女性

36.9％であった。一方、Ｂ町における 65

～ 69 歳では 67.3％ (男性 69.7％、女性

65.5 ％ ) 、 70 歳 以 上 で は 52.6 ％ ( 男 性

52.1％、女性 52.9％ )であり、男女ともに

有意にＢ町の割合が高かった。高齢男性

は人との交流や居場所となる活動拠点を

重視し、高齢女性は同世代との交流や友

人等と一緒に参加できることを重視する

ようになる傾向があると言われているが、

Ｂ町には全国に比べて、身近な活動拠点

と誘い合える関係性のどちらの要素も兼

ね合わせた地域性が存在している可能性

が高い。  

6）フレイルの関連要因⑤；治療状況  

 高齢者医療の中で問題のひとつとして

取り上げられる“Polypharmacy”と呼ば

れおり、薬剤を多数のんでいることによ

って薬の相互作用も予期できないことが

多い弊害を指す。内服薬 5 種類以上の者

は、約 2 倍フレイルの割合が増した本分

析の結果を踏まえると、多剤併用の有害

事象はフレイルにも影響を及ぼしている

と考えられる。むろん、年齢が上がるに

つれ、慢性疾患を有する数も多くなり、

受診機関も複数にわたることが多くなる

からこそ、5 種類以上の内服薬につなが

っていると考えられるため、因果の逆転

の可能性は否定できない。  

7）フレイルの関連要因⑥；調査記載者 (本

人以外 ) 

 調査記載者が本人以外である理由の 1

つは、手指の震えや拘縮など微細運動機

能の問題、極度の老眼や視野狭窄など視

覚機能の問題、軽度認知障害や識字など

理解・認知の問題によって、本人が記載

できない・できにくい状態であると想定

される。他の理由として、日頃より本人

が実施する機会が少なかったり、役割認

識が乏しかったりする場合が含まれると

考えられる。いずれの場合でも、フレイ

ルの影響要因、あるいはフレイルによる

状態と捉えることができる。特に前者の



理由については予防的な介入方法につな

げることは困難だが、ハイリスク群を把

握する因子として活用できるだろうと考

える。  

 自治体の保健師等がハイリスク集団を

把握できる機会が乏しい未受診・未回収

群は約 2 割存在し、それらのうちの約 1

割が二次予防事業対象者であることが明

らかとなった。ハイリスク集団であるに

もかかわらず把握が難しい集団に対する

アプローチは喫緊の課題と考えられ、未

受診者の背景に注意を払った対策が求め

られる。  

 後期高齢者では、未受診群者は 1 年後

新規要介護認定者の割合が高くなること

が明らかとなり、さらに未回収である要

因が追加されることでその影響は大きく

なることが明らかとなった。未受診・回

収群および未受診・未回収群のベースラ

イン時における二次予防事業対象者の割

合は他群と比べ約 3 倍高く、もともと要

介護になりやすい予備群が含まれていた

可能性は否定できない。今後、追跡期間

を長くした中でのベースライン時のフレ

イル状況別の検討が求められる。  

 また、1 年間の医療費への影響につい

ても未受診・回収群および未受診・未回

収群で受診・回収群より高額となること

を示し、新規要介護認定と同様の傾向を

認めた。未受診者はすでに治療中の病気

があり、定期的に外来通院しているため

受診しないケースは少ない。  

 本研究では本人飼育群において運動機

能低下者の頻度が有意に低かった。高齢

者におけるペット飼育の有無と 1 年間の

日常生活動作能力の低下を検討した先行

研究ではペット飼育者（特に犬の飼育者）

はペットを飼育していない者よりも日常

生活動作能力の低下が緩やかであったこ

とが報告されており、本研究はこの結果

を支持するものであった。ペット飼育者

は普段の日常生活動作に加えてペットの

世話（遊戯・餌やり・散歩など）に係る

身体活動が上乗せされ運動機能が維持さ

れている可能性が考えられる。  

 本研究ではペット飼育者による認知機

能とうつ傾向との関連は認められなかっ

たものの、本人飼育群において良好な主

観的健康感である者の頻度が有意に高く、

逆に家族飼育群において有意に低かった。

認知機能に関して、施設入所している高

齢者を対象に動物介在療法を用いた介入

研究では認知機能の改善傾向を認めてい

たが統計的有意差は認められず、ペット

飼育による認知機能の改善は未だ報告さ

れていない。ペット飼育と高齢者の認知

機能と関連については今後様々な対象者

や研究デザインによる検討が必要である

と考えられる。  

 先行研究で報告されているようにペッ

ト飼育者は飼育していない者よりも社会

活動・交流が活発であることを本研究は

支持している。ペットが介在することで

言語的・非言語的なコミュニケーション

が増加することや、犬の散歩に連れて行

くことで近所の人とすれ違いざまの挨拶、

道端での会話といった交友関係が良好に

維持される環境が整いやすいと考えらえ

る。  

 これらのことからペットを本人が飼育

している者はペットとの関わりや世話を

通して社会活動がより活発となっている

可能性が示唆された。  

研究 2：介護度悪化予防にむけた通所介

護施設における運動の効果  

 本研究の結果より、運動器機能向上サ

ービスを実施しているデイサービスに通

所することで、利用開始より 6 ヶ月間に



おける介護度悪化の抑制効果は認められ

なかったが、利用開始より 12 ヶ月間の介

護度悪化に対しては有意な抑制効果を認

めた。我々が実施した先行研究では、要

支援・要介護認定を受けたフレイル高齢

者であっても 1 年間に渡って継続的に運

動介入を行うことで、筋量増加や運動機

能向上効果を認めることが明らかになっ

ている。つまり、運動器機能向上サービ

スを実施しているデイサービスでは、こ

れら運動器の機能向上が得られたために

利用開始 12 ヶ月間の介護度悪化を抑制

した可能生がある。  

 6 ヶ月間で有意な抑制効果が得られな

かった理由としては、一つに介護度が悪

化した高齢者が少なく統計学的パワーが

小さかったこと、もう一つにフレイル高

齢者における運動器の機能向上には 6 ヶ

月間の運動介入では効果が得られにくく、

12 ヶ月間の運動介入が必要であったこと

などが挙げられる。なお、1 年以上の運

動介入継続による効果は不明であり、今

後継続して調査を行う必要がある。  

研究 3：チラシ配布による介護予防のた

めのポピュレーションアプローチ  

 どのような形であってもチラシを見て

いれば、約 50%の高齢者の意識が変容し、

約 35%には行動も変容することが示唆さ

れた。なお、最も見た方が多かったのが

広報誌への折り込みであり、低かったの

が新聞折り込みであった。また、各自治

体担当者からは、広報誌中に記載するよ

りも、チラシを折り込んだ方が、様々な

事業への参加率が高いとの報告を受けて

おり、このようなチラシを用いて継続的

に啓発活動を実施することは重要である

と考えられた。  

研究 4：血清マーカーと要介護認定との

関連  

 本結果より、血糖値の上昇は中年期と

同様に健康リスクとなる一方で、LDL コ

レステロールに関しては低いことがリス

クとなりうることが示唆された。また、

腎機能低下については、やはり要介護の

リスクファクターとなっていたが、メタ

ボリックシンドロームに関しては要介護

との関連性は認められなかった。  

研究 5：介護予防事業の効果検証  

 本研究の結果、介護予防事業に参加す

ることによって要介護リスクを 1/3 程度

に抑制することが示唆された。また、様々

な介護予防教室開催形態の中でも新規要

介護認定者数を抑制するためには、少な

くとも 12 回以上の教室開催が必要であ

ることが示唆された。その他、開催頻度、

セラピストの有無、教室の参加者定員等

は有意な関連性が認められなかった。こ

れらの結果は、介護予防を目的とした場

合には、開催頻度やセラピストの有無、

それに参加者定員などには依存せずに、

量を担保する必要があることを示してい

る。なお、本来であれば筋力トレーニン

グやバランストレーニングなど運動内容

の詳細な検証も必要ではあるが、本研究

では未検証である。  

 近年ではセラピストも介護予防事業に

参画している場合が多く、その役割は重

要と考えられている。本研究によって開

催回数だけでも明確な数値を示せたこと

は意義深い。しかし一方で、介護予防事

業におけるセラピストの有無は新規要介

護認定に明確に関係しておらず、今後は

セラピストの専門性を最大限いかし、か

つ有用となるような介護予防プログラム

を構築する必要がある。  

 

Ｅ．結論  

研究 1：高齢者におけるフレイルの関連



要因は、睡眠、奥歯で噛む力、地域活動、

円背、内服薬 5 種類以上、重症疾患を有

する者、調査記載者が本人以外であった。 

 また、健康診査および基本チェックリ

ストのいずれのスクリーニング機会にも

未把握となる者は約 2 割を占め、そのう

ちの 1 割は二次予防事業対象該当者であ

った。後期高齢者の未受診・回収群およ

び未受診・未回収群は受診・回収群に比

べて 1 年後新規要介護認定者になる割合

が 2～4 倍高かった。後期高齢者の医療費

は受診・回収群に比して未受診・回収群

および未受診・未回収群で高額医療とな

る傾向を認めた。  

 ペット飼育者と運動機能、認知機能・

うつ・主観的健康感、閉じこもり・社会

活動･交流との関連を横断的に検討した

結果、非飼育者と比較して、運動機能低

下者は本人飼育群で約 0.7 倍、良好な主

観的健康感である者は本人飼育群で約

1.4 倍、家族飼育群で約 0.7 倍、活発な社

会活動である者が本人飼育群で約 1.3 倍

であることが示された。  

研究 2：運動器機能向上サービスを実施

しているデイサービスに通所することで、

利用開始より 12 ヶ月間の介護度悪化に

対しては有意な抑制効果を認めた。  

研究 3：介護予防に関するチラシを配布

することにより、約 50%の高齢者の意識

が変容し、約 35%には行動も変容してい

た。また、介護予防に関するチラシ配布

によって、１週間あたりの運動時間が約

60 分増加した。  

研究 4：血糖値は高いことが、要介護リ

スクとなる一方で LDL コレステロール

は低い方が要介護リスクとなること、ヘ

モグロビンおよびアルブミンも低いこと

がリスクとなっていた。腎機能低下が疑

われる eGFR<60 でもリスクが高まる結

果となっていた。  

研究 5：介護予防事業に参加することに

よって要介護リスクを 1/3 程度に抑制す

ることが示唆された。また、様々な介護

予防教室の中でも特に新規要介護認定者

数を抑制するためには、少なくとも 12 回

以上の教室開催が必要であることが示唆

された。  
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